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１．一般会計

平成３０年度一般会計当初予算額は１４７億８，６００万円で、その後補正増額及び繰越財

源充当され最終予算額は１６０億６，６３７万１千円となりました。

歳入決算額は１５７億９，３８２万３千円、歳出決算額は１５０億５，８８５万円、歳入歳

出差引額は７億３，４９７万３千円で令和元年度への繰越財源１，１７４万１千円を差し引い

た実質収支額は７億２，３２３万２千円となりました。

歳入の主なものは、市税が２６億７，１４３万７千円で歳入全体の１６．９％、地方交付税

が６１億９，１８３万４千円で歳入全体の３９．２％、国庫支出金が１７億１，１８１万６千

円で歳入全体の１０．８％、県支出金が９億５，９００万９千円で歳入全体の６．１％、市債

が１３億４，４９０万円で歳入全体の８．５％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億９，１３２万９千円、児童福祉費関係が４

億５，７０８万７千円、障がい者福祉費関係が３億５，９８６万４千円のほか、道路橋梁費補

助金が１億４，６３９万７千円です。障害者自立支援給付費負担金が１，５７１万４千円、障

害児通所給付費等国庫負担金が１，０４６万７千円、道路橋梁費補助金が１，６０５万６千円

増えたものの、経済対策臨時福祉給付費補助金が１億１，３８１万円の減、学校施設環境改善

交付金が１億９９万８千円の減となったことなどにより、前年度比１億６，７８０万３千円

（８．９％）の減となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉費や福祉医療費などの社会福祉費関係が４億２，２５

４万３千円、児童福祉費関係が１億５，７９８万８千円のほか、多面的機能支払交付金が９，

８３７万３千円です。また、あきた未来づくり交付金が１億８，６００万円減ったほか、衆議

院議員選挙委託金が１，７４０万９千円、農業基盤整備促進事業補助金が４，０２３万３千円

減ったことなどにより、前年度比１億９，４７５万６千円（１６．９％）の減となりました。

市債の主なものは、防災・健康拠点施設整備事業債が６，０３０万円、道路整備事業債が１

億１，４２０万円、小学校整備事業債が６億８，７７０万円、臨時財政対策債が４億１，５２

０万円で、前年度比７億５，８９０万円（３６．１％）の減となりました。

歳出の主なものは、人件費が２６億９，１６０万７千円、扶助費が２６億６，６８７万２千

円、公債費が１９億７，７６６万１千円、これら義務的経費の合計が７３億３，６１４万円

で、前年度比９，４０５万円（１．３％）の増となりました。投資的経費は１６億７，２８６

万６千円で主なものは、大豊小学校大規模改修事業が７億３，８２３万６千円、防災・健康拠

点施設整備事業が８，９４８万円、水産業競争力強化緊急施設整備事業が５，３００万７千

円、道路新設改良事業が２億９，６０５万１千円で、前年度比１１億８，８０３万円（４１．

５％）の減となりました。
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（１）平成３０年度一般会計の決算状況

イ．総括
（単位：千円）

区 分 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 額

予 算 現 額 16,066,371 16,620,299 △ 553,928

歳 入 決 算 額 15,793,823 16,682,679 △ 888,856

歳 出 決 算 額 15,058,850 16,059,075 △ 1,000,225

歳 入 歳 出 差 引 額 734,973 623,604 111,369

実 質 収 支 額 723,232 621,515 101,717

単 年 度 収 支 額 101,717 △ 32,998 134,715

ロ．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,671,437 2,644,929 26,508 1.0

地 方 交 付 税 6,191,834 6,270,892 △ 79,058 △ 1.3

国 庫 支 出 金 1,711,816 1,879,619 △ 167,803 △ 8.9

県 支 出 金 959,009 1,153,765 △ 194,756 △ 16.9

繰 越 金 623,604 711,431 △ 87,827 △ 12.3

市 債 1,344,900 2,103,800 △ 758,900 △ 36.1

歳 入 計 15,793,823 16,682,679 △ 888,856 △ 5.3

ハ．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,691,607 2,686,466 5,141 0.2

扶 助 費 2,666,872 2,725,586 △ 58,714 △ 2.2

公 債 費 1,977,661 1,830,038 147,623 8.1

投 資 的 経 費 1,672,866 2,860,896 △ 1,188,030 △ 41.5

歳 出 計 15,058,850 16,059,075 △ 1,000,225 △ 6.2

　歳入総額は 15,793,823千円ですが、その主なものは次のとおりです。

　歳出総額は 15,058,850千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

平 成 30 年 度 2,665,448 205,830 2,871,278

平 成 29 年 度 2,630,734 234,036 2,864,770

前 年 度 対 比 34,714 △ 28,206 6,508

平 成 30 年 度 2,629,287 42,150 2,671,437

平 成 29 年 度 2,588,788 56,141 2,644,929

前 年 度 対 比 40,499 △ 13,991 26,508

平 成 30 年 度 98.6 20.5 93.0

平 成 29 年 度 98.4 24.0 92.3

前 年 度 対 比 0.2 △ 3.5 0.7

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
納
率

　現年度分の収納率は住民税の特別徴収推進等により、前年度に比較し０．２ポ

イントの増となっています。滞納繰越分の収納率は、前年度に比較し３．５ポイ

ントの減となっているものの、市税全体の収納率は０．７ポイントの増となって

います。

　納税の秩序を維持し税の公平性を確保するため、今後も滞納整理を適切に行

い、収納率の向上に努めていきます。

　なお、本年度の不納欠損処理は１，６６５万５，１９５円、滞納処分の執行停

止額は１，３１１万６，０５７円でした。
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（３）主要施策の状況

　主な投資的経費は次のとおりです。

防災・健康拠点施設整備事業を平成２８年度から３カ年の事業により、本年度８，９４８万

円で実施しました。外構及びサイン工事、各種トレーニング機器を整備しました。　

市道の整備事業では、大豊小学校線改良１億４，５６３万６千円、二田大崎線舗装補修１，

０８５万７千円、水神端新潟端線舗装補修１，７１２万６千円、馬踏川大橋補修５，３４８万

１千円、松渕橋・中羽立橋・神明橋補修３，１９１万４千円など、総額２億９，６０５万１千

円で実施しました。

大豊小学校大規模改修事業を７億３，８２３万６千円で実施し、校舎と体育館の改修を行

い、児童の安全・安心な学習環境を整備しました。また、大豊小学校の余裕教室におおとよ児

童クラブの専用室を２，９５２万７千円で整備し、放課後児童の健全育成と支援対策の強化を

図りました。

災害復旧事業費は３，９６５万円で、平成３０年５月１８日の大雨被害や９月５日の台風被

害などにより、災害復旧工事等を実施しました。

　主なソフト事業は次のとおりです。

地域自殺対策計画の策定を７５万３千円で実施しました。自殺を社会的な問題として捉え、

個人や地域でできることを行うための計画を策定し、自殺予防への機運を高めました。

地域防災組織の育成を７２４万２千円で実施しました。市内の新たな自主防災組織に防災用

資機材を配布し、避難所の自主運営に向けた環境整備を行いました。

コミュニティ・スクール事業を４４万２千円で実施しました。各学校に設置した学校運営協

議会で、学校と地域との連携・協働について推進するため協議を重ねました。

また、地震による倒壊被害を防ぐため、学校及び教育・保育施設において倒壊の危険性があ

るブロック塀緊急調査を２８万６千円で実施し、その後必要な改修工事を実施し教育・保育環

境への安全対策を講じました。

定住・移住の推進事業として５９万１千円で全国規模の移住マッチングイベント「ふるさと

回帰フェア２０１８」及びＡターンフェアに相談ブースを出展し、市職員が移住相談に応じま

した。会場内には県内企業ブースによる企業説明会や個別面談なども行われ、本市のＰＲとと

もに移住の促進が図られました。

除排雪に要した費用は１億２，１５５万２千円で、前年度比４，９８５万２千円の減となり

ました。

民間資金の市債４件、２億１，７３９万４千円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額１，

１２１万２千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

　平成３０年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３７億１９９万９千円で、その後補

正増額され最終予算額は４１億３，６５６万９千円となりました。

　歳入決算額は３７億９，４５７万２千円、歳出決算額は３４億７，８９６万２千円、実質

収支額は３億１，５６１万円となりました。

　歳入の主なものは、国民健康保険税が５億６，８９０万５千円で歳入全体の１５．０％、

県支出金が２４億５，８０４万２千円で歳入全体の６４．８％、繰入金が３億１，８３９万

９千円で歳入全体の８．４％となりました。

　歳出の主なものは、保険給付費が２４億２７万４千円で、うち一般被保険者分が２３億

５，９５１万６千円、退職被保険者等分が２，３００万８千円となりました。

　保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児一時

金６７２万円を、死亡に際しては葬祭費３３０万円を支給しました。

　保健事業費では、８２８万７千円のうち人間ドックを１５４人分、５５２万４千円で実施

し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努めまし

た。

　また、国民健康保険事業費納付金は７億４，６０３万６千円で、うち医療給付費分が５億

１，５７６万３千円、後期高齢者支援金等が１億８，１６１万９千円、介護納付金が４，８

６５万４千円となりました。

　加入者及び医療費の状況は、対前年度比で世帯数が１３２世帯の減、被保険者数が３４３

人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３９万７，６６６円

で対前年度比８，２６３円の増、退職被保険者等分が６３万５，１１８円で対前年度比２万

６，２９０円の減となりました。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注）　療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護等

　　　療養費は整骨院・補装具等

平成30年度 4,414 21 17 4,452

平成29年度 4,478 43 63 4,584

前年度対比 △ 64 △ 22 △ 46 △ 132

平成30年度 7,033 44 7,077

平成29年度 7,293 127 7,420

前年度対比 △ 260 △ 83 △ 343

平成30年度 518,932,094 116,562 73,327

平成29年度 535,642,130 116,850 72,189

前年度対比 △ 16,710,036 △ 288 1,138

平成30年度 2,771,836,625 24,948,859 2,796,785,484 397,666

平成29年度 2,818,225,686 21,692,285 2,839,917,971 389,403

前年度対比 △ 46,389,061 3,256,574 △ 43,132,487 8,263

平成30年度 27,830,782 114,394 27,945,176 635,118

平成29年度 83,694,156 304,638 83,998,794 661,408

前年度対比 △ 55,863,374 △ 190,244 △ 56,053,618 △ 26,290

区　分
一般被保険
者単独世帯

混合世帯
退職被保険
者単独世帯

合　計

区　分
一　　般
被保険者

退　　職
被保険者

合　計

区　分 収　入　額
一世帯当たり
金　　　　額

被保険者一人
当たり金額

区　分
療養給付費
費　用　額

療　養　費
費　用　額

総医療費
一人当たり
医　療　費

区　分
療養給付費
費　用　額

療　養　費
費　用　額

総医療費
一人当たり
医　療　費
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３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況 （単位：人、％）

平成30年度 32,963 5,374 16.3 

平成29年度 33,212 5,270 15.9 

前年度対比 △ 249 104 0.4 

※　人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況 （単位：円、％）

収 納 率

総　　額 普通徴収 特別徴収 総　　額 普通徴収 普通徴収分

平成30年度 197,516,000 54,470,200 143,045,800 193,880,200 50,372,500 92.5 

平成29年度 185,085,870 48,563,070 136,522,800 181,363,100 44,595,300 91.8 

前年度対比 12,430,130 5,907,130 6,523,000 12,517,100 5,777,200 0.7 

平成３０年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は３億９１５万１千円で、その後補正増額され

最終予算額は３億２，１９９万９千円となりました。

歳入決算額は３億２，０３６万２千円、歳出決算額は３億１，８５０万３千円、実質収支額は１

８５万９千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億９，３８８万円で歳入全体の６０．５％、一般

会計繰入金が１億２，２２２万６千円で歳入全体の３８．２％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が２億９，４６３万３千円で歳出全体の

９２．５％となりました。

　対象者の状況は、被保険者数が５，３７４人で対前年度比１０４人の増となりました。

調　　　定　　　額 収　入　済　額

区 分 人 口 被保険者数 加入率

区 分
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４．介護保険事業特別会計

  平成３０年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が３９億３，１０５万３千

円で、その後補正増額され最終予算額は４１億５，２３４万２千円となりました。

　歳入決算額は４０億３，６４７万７千円、歳出決算額は３８億９，１７２万８千円、実質

収支額は１億４，４７４万９千円となりました。

  歳入の主なものは、保険料が８億６７４万８千円で歳入全体の２０．０％、国庫支出金が

９億２，３７２万円で歳入全体の２２．９％、支払基金交付金が９億７，４０６万１千円で

歳入全体の２４．１％、県支出金が５億３，１７８万６千円で歳入全体の１３．２％、繰入

金が５億９，３９４万３千円で歳入全体の１４．７％となりました。

  歳出の主なものは、保険給付費が３４億８，７６２万８千円で歳出全体の８９．６％、地

域支援事業費が１億１，２４４万１千円で歳出全体の２．９％となりました。

  保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が３０億９，０５０万円で保険給付費全体の８

８．６％、介護予防サービス等諸費が４，０８４万９千円で保険給付費全体の１．２％、低

所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費が２億５，３１０万１千

円で保険給付費全体の７．３％となりました。

　地域支援事業費の内訳は、介護予防・生活支援サービス事業費が６，８１２万円、包括的

支援事業・任意事業費が４，０７４万５千円となりました。

　次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は７５１万４千円で、その後補正増減はなく最

終予算額は７５１万４千円となりました。

　歳入決算額と歳出決算額はそれぞれ６９９万５千円となりました。

  歳入は介護予防サービス計画費収入で、歳出は保険事業勘定への繰出金です。

　要介護（要支援）認定者数は１，９７６人で対前年度比３０人の増となりました。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総　数 うち認定者数 総　数 うち認定者数 総　数 うち認定者数

平成30年度 10,873 1,926 11,215 50 22,088 1,976

平成29年度 10,740 1,898 11,341 48 22,081 1,946

前年度対比 133 28 △ 126 2 7 30

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総　額 普通徴収 特別徴収 総　額 普通徴収

平成30年度 835,116 86,423 748,693 806,748 57,719 66.8

平成29年度 787,851 94,381 693,470 755,598 61,559 65.2

前年度対比 47,265 △ 7,958 55,223 51,150 △ 3,840 1.6

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総　数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成30年度 12,777 2,737 4,086 1,815 2,271 0 19,600

平成29年度 12,744 2,556 4,075 1,896 2,179 0 19,375

前年度対比 33 181 11 △ 81 92 0 225

（４）介護サービスの利用状況 （単位：千円）

区　分 居宅介護
(訪問・通所ほか)

地域密着型
(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合　計
受給者一人

当たり給付費

平成30年度 1,513,576 538,805 1,078,968 253,101 103,178 3,487,628 178

平成29年度 1,500,254 513,199 1,059,511 246,792 98,927 3,418,683 176

前年度対比 13,322 25,606 19,457 6,309 4,251 68,945 2

　イ．居宅介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区　分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合　計
受給者一人

当たり給付費

平成30年度 116,693 346,510 799,204 251,169 1,513,576 118

平成29年度 122,002 348,414 779,462 250,376 1,500,254 118

前年度対比 △ 5,309 △ 1,904 19,742 793 13,322 0

　ロ．地域密着型介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区　分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合　計
受給者一人

当たり給付費

平成30年度 206,453 251,465 43,777 37,110 538,805 197

平成29年度 197,661 237,178 43,228 35,132 513,199 201

前年度対比 8,792 14,287 549 1,978 25,606 △ 4

　ハ．施設介護サービス給付費 （単位：千円）

区　分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合　計
受給者一人

当たり給付費

平成30年度 474,103 604,865 0 1,078,968 264

平成29年度 479,214 580,297 0 1,059,511 260

前年度対比 △ 5,111 24,568 0 19,457 4

第1号被保険者 第2号被保険者 合　計

調　定 収入済額

施設介護サービス

区　分

区　分
普通徴収分

収納率（％）

区　分
居宅介護
サービス

地域密着型
介護サービス

合　計
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５．農業集落排水事業特別会計

（１）農業集落排水整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％ 

平成30年度 9,772 54 54 100.0 

平成29年度 9,772 54 54 100.0 

前年度対比 0 0 0 0 

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％ 

平成30年度 32,775 1,530 894 2.7 

平成29年度 33,026 1,530 921 2.8 

前年度対比 △ 251 0 △ 27 △ 0.1 

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km 

平成30年度 687 76.8 17 

平成29年度 700 76.0 17 

前年度対比 △ 13 0.8 0 

区 分

区 分

区 分

平成３０年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億２０１万円で、その後繰越財源

充当され最終予算額は１億２，８８４万８千円となりました。

歳入決算額は１億２，１６８万円、歳出決算額は１億４０１万５千円、実質収支額は１，

７６６万５千円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が９０５万５千円で歳入全体の７．５％、一

般会計繰入金が８，７００万４千円で歳入全体の７１．５％となりました。

歳出の主なものは、農業集落排水費が２，９８９万９千円で、農業集落排水施設の保守管

理のほか、繰越事業の農業集落排水管路移転工事を行いました。

　供用開始面積は５４ha、農業集落排水加入戸数は２２９戸となっています。
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６．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％ 

平成30年度 9,772 1,590 1,248 78.5 

平成29年度 9,772 1,590 1,247 78.4 

前年度対比 0 0 1 0.1 

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％ 

平成30年度 32,775 29,520 30,717 93.7 

平成29年度 33,026 29,520 30,867 93.5 

前年度対比 △ 251 0 △ 150 0.2 

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km 

平成30年度 27,271 88.8 249 

平成29年度 26,948 87.3 248 

前年度対比 323 1.5 1 

区 分

区 分

区 分

平成３０年度下水道事業特別会計当初予算額は１１億６，８２２万９千円で、その後補

正増額及び繰越財源充当され最終予算額は１１億８，６７６万１千円となりました。

歳入決算額は１１億４，１４２万円、歳出決算額は１０億５，０２８万１千円、歳入歳

出差引額は９，１１３万９千円で、令和元年度への繰越財源１１万２千円を差し引いた実

質収支額は９，１０２万７千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が４億７３０万９千円で歳入全体の３５．７％、一般

会計繰入金が４億６，４０８万３千円で歳入全体の４０．７％、下水道債が１億９，８９

０万円で歳入全体の１７．４％となりました。

歳出の主なものは、下水道未普及地域の解消を図るため、特定環境保全公共下水道事業

として鶴沼台地区管渠布設工事３，２９８万４千円及びマンホールポンプ設置工事１，１

７７万２千円、出戸新町地区管渠布設工事１３０万４千円を実施しました。

供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で１，２４８ha、下水道

加入戸数は９，４４０戸となっています。
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７．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％ 

平成30年度 32,775 373 228 0.7 

平成29年度 33,026 373 233 0.7 

前年度対比 △ 251 　　 　　　  0 △ 5 　　 　　　  0 

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％ 

平成30年度 228 100.0 

平成29年度 233 100.0 

前年度対比 △ 5 　　 　　　  0 

区 分

区 分

平成３０年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は７７３万３千円で、その後補正

増減はなく最終予算額は７７３万３千円となりました。

歳入決算額は７９７万７千円、歳出決算額は３１０万２千円、実質収支額は４８７万５

千円となりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２９０万円で歳入全体の３６．４％、

一般会計繰入金が３０９万円で歳入全体の３８．７％となりました。

歳出の主なものは、合併処理浄化槽事業費が１０３万４千円で、合併処理浄化槽の保守

管理を行いました。

  合併処理浄化槽設置戸数は８８戸となっています。
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　８．豊川財産区特別会計

　９．下虻川財産区特別会計

１０．和田妹川財産区特別会計

１１．飯塚財産区特別会計

　平成３０年度豊川財産区特別会計当初予算額は３８万４千円で、その後補正増額され最

終予算額は１１５万１千円となりました。

  歳入決算額は１３７万８千円、歳出決算額は８９万８千円、実質収支額は４８万円とな

りました。

　歳入の主なものは、立木売払収入が６６万６千円、財政調整基金繰入金が３７万４千

円、繰越金が１９万５千円となりました。

　歳出は、一般管理費が１３万円、財政調整基金積立金が７６万８千円となりました。

　平成３０年度下虻川財産区特別会計当初予算額は６１万円で、その後補正増額され最終

予算額は１１１万９千円となりました。

　歳入決算額は１１７万６千円、歳出決算額は８５万４千円、実質収支額は３２万２千円

となりました。

　歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が６０万５千円、繰越金が５１万円となりまし

た。

　歳出の主なものは、財産管理費が１９万２千円、財政調整基金積立金が５１万円となり

ました。

　平成３０年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は５３万２千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１０１万８千円となりました。

　歳入決算額は１０１万５千円、歳出決算額は７０万５千円、実質収支額は３１万円とな

りました。

　歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が３４万７千円、繰越金が４８万７千円となり

ました。

　歳出の主なものは、財産管理費が１２万６千円、財政調整基金積立金が４８万７千円と

なりました。

　平成３０年度飯塚財産区特別会計当初予算額は８０万１千円で、その後補正増額され最

終予算額は１２１万８千円となりました。

　歳入決算額は１２１万６千円、歳出決算額は８７万９千円、実質収支額は３３万７千円

となりました。

　歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５３万５千円、繰越金が４１万９千円となり

ました。

　歳出の主なものは、財産管理費が３２万９千円、財政調整基金積立金が４１万８千円と

なりました。
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１２．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

　以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な

ど効率的な事業経営に努めてまいります。

　本年度末における給水戸数は１０，８５１戸、給水人口は２５，５４８人で、前年度

末と比較して給水戸数は７４戸増加し、給水人口は２７４人減少しました。普及率は７

８．１％となりました。年間総配水量は３，０５２，７３６㎥となり、一日最大配水量

は１０，０８２㎥、施設能力１２，０１３㎥に対する最大稼働率は、８３．９％でし

た。

　年間有収水量は２，５０２，４５４㎥で、有収率は８２．０％となり前年度に比較し

て４．８ポイント増加しております。

　建設工事は、新中継ポンプ場整備事業としてポンプ場の造成工事、建築工事、送水管

布設工事、JR軌道下横断工事を実施しました。建築工事と送水管布設工事、JR軌道下横

断工事は、工事の遅れにより建設改良費を令和元年度へ繰越ししています。

　保存工事として、一向浄水場の取水井戸更新工事、昭和浄水場設備の更新工事、豊川

配水池ポンプ場の送水ポンプ更新工事を実施しています。

　受託工事では、平成２９年度から繰越しした豊川地区河川工事に伴う配水管・橋梁添

架工事を実施しました。

　本年度の経常収益は５５１，６６８，４９９円、経常費用は５１０，４６０，０７９

円、特別利益１３，５２１円、特別損失５６，５６７円で４１，１６５，３７４円の純

利益が生じました。

　また、資本的収支については収入額８２，７８４，７６１円、支出額２７３，００

０，４９４円（消費税込）で、資本的収支の不足額１９０，２１５，７３３円は、過年

度損益勘定留保資金８，８７８，７０５円、当年度損益勘定留保資金１４１，３３７，

０２８円、建設改良積立金４０，０００，０００円で補てんしました。
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